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1 委員会 概要1.委員会 概要

委員会名地盤情報の地震防災システムへの活用に関する研究委員会委員会名地盤情報の地震防災システム の活用に関する研究委員会

概要
これまでに収集した地盤情報を利用し、地震防災に活用す
るための情報の種類や組合わせ、利用方法などを検討する
事を目的としたものである。事を目的としたものである。

深川 良 (立命館大学理工学部土木工学科 教授）
委員長
・委員

・深川　良一：(立命館大学理工学部土木工学科　教授）
・大島　昭彦：(大阪市立大学大学院工学研究科　教授）
・鍋島　康之：(明石工業高等専門学校　准教授）
・三村 衛 ：(京都大学防災研究所 准教授）三村　衛　：(京都大学防災研究所　准教授）

主催 社）建設 サ タ ト協会近畿支部主催 社）建設コンサルタント協会近畿支部

年月 2006.5～2009.4

参加者 野谷
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参加者 野谷



2研究目的2.研究目的
2-1 研究委員会設置の背景

2005年10月に内閣府は、国民に広く防災意識を高めてもらうことを意年 月 閣府 、国民 広 防災 識を高 う を

図して「表層地盤のゆれやすさ全国マップ」を公表した。地震防災にお

ける地盤の重要性を再認識している事がわかる。

一方、IT化の進展により地盤情報（概ね1次的な情報）がデータベース方、IT化の進展により地盤情報（概ね1次的な情報）がデ タベ ス

化されつつある。しかし、これらの情報利用は限られており、さらに有効

に利用することが望まれる。

2-2 目的・活動

建設コンサルタンツ協会近畿支部の地盤系研究委員会では、

「国民の防災意識の向上」 「地盤情報システムの有効活用」「国民の防災意識の向上」 ・ 「地盤情報システムの有効活用」

という課題に気づき、地盤に関するデータベースや地域防災計画などの

情報を収集している。しかし、地震防災に活用する研究に関しては未だ

実施 き な 状 ある実施できていない状況にある。

本委員会では、地震防災に活用するための地盤情報の種類や組合せ

利用方法などのあるべき姿を検討し、提案することで、建設コンサルタン
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ツ業務に資することを目的としている。



「表層地盤のゆれやすさ全国マップ」「表層地盤のゆれやすさ全国マップ」
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「表層地盤のゆれやすさ
全国マップ（新潟県)」

気象庁による10年間の
震央分布図
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3 研究計画(2006 4 2009 3)3.研究計画(2006.4～2009.3)
・情報収集・情報収集

（必要な地盤情報の種類、既存情報の収集・整理）

↓
・具体的なモデルケースの設定

(関西もしくは大阪地域におけるｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ)

↓↓
・地盤情報の地震防災システムへの活用
(有効活用方法 専門家としての視点）(有効活用方法、専門家としての視点）

キーワード： 防災ICT（Information Communication Technology)
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4 研究委員会の構成4.研究委員会の構成
4-1 分科会

(1)地盤特性分科会

地盤情報の収集・整備、調査・試験の必要性と理解

(2)解析技術分科会

東南海・南海地震を用いた宅地盛土の動的解析

(3)耐震技術分科会
耐震技術の現状と耐震性評価

↓

地震防災システム、防災ICT

2010/1/14 7



5 和歌山県の取り組み5.和歌山県の取り組み
・和歌山県防災局総合防災室 和歌山県総合防災情報システム整備の概要より
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5 和歌山県の取り組み5.和歌山県の取り組み
濱口梧陵と「稲むらの火」
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5 和歌山県の取り組み5.和歌山県の取り組み
濱口梧陵と広村堤防
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5 和歌山県の取り組み5.和歌山県の取り組み
現代版「稲むらの火」現代版「稲むらの火」
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5 和歌山県の取り組み5.和歌山県の取り組み
現代版「稲むらの火」
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5 和歌山県の取り組み5.和歌山県の取り組み
現代版「稲むらの火」
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6 追加報告（長周期応答WG)6.追加報告（長周期応答WG)

委員会名
東南海・南海地震時に想定される大阪平野およびその周辺
域における長周期構造物の応答評価ワーキンググループ

概要
設計用入力地震動の選定上の問題点やそれに対する改善点
を抽出・提案し、長周期構造物の耐震性向上を図ることを
目的としたものである。

委員長
・委員

・林　　康裕：（京都大学大学院工学研究科 教授）
・上林　宏敏：（広島国際大学　准教授）
高橋 良和：（京都大学防災研究所 准教授）

委員
・高橋　良和：（京都大学防災研究所　准教授）

主催 関西地震観測研究協議会(座長 家村浩和 京都大学教授）

年月 2006 1 2009 12年月 2006.1～2009.12

参加者 野谷
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6 追加報告（長周期応答WG)6.追加報告（長周期応答WG)
1関西地震観測研究協議会について1.関西地震観測研究協議会について

1-1 目的・活動

関西における地震動の観測および記録の収集、整理、保存をはかり、地震動特性
や地震防災に関する調査、研究等の一助をなす事により、関西地域における地域
地震防災体制の向上に寄与することを目的とする。

1-2 分科会
a.地震記録分科会 （主査：岩田知孝 京都大学教授）

b.速報分科会 （主査：澤田純男 京都大学教授）速報分科会 （ 澤 純男 京都大学教授）

c.入力地震動検討分科会 （主査：堀家正則 大阪工業大学教授）

c-1 入力地震動策定に関する勉強会（活動終了）
c-2 東南海・南海地震時に想定される大阪平野およびその周辺地域におけるc 2 東南海 南海地震時に想定される大阪平野およびその周辺地域における

長周期構造物の応答評価WG （主査：林 康裕 京都大学教授）
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6 追加報告（長周期応答WG)6.追加報告（長周期応答WG)
1-3 観測点位置
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6 追加報告（長周期応答WG)6.追加報告（長周期応答WG)
2東南海・南海地震時に想定される大阪平野およびその周辺地域に2.東南海 南海地震時に想定される大阪平野およびその周辺地域に
おける長周期構造物の応答評価WGについて

2-1 目的

①長周期構造物への入力地震動

②設計解析モデル②設計解析モデル

③長周期地震動に対する設計上の課題

2-2 長周期構造物への入力地震動

2004年9月5日

19:07 紀伊半島沖 M5.0

23:57 東海道沖 M7.4
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6 追加報告（長周期応答WG)6.追加報告（長周期応答WG)
2-3 長周期地震動2 3 長周期地震動
長周期地震動とは、周期が数秒から十数秒程度

の表面波であり、 このような震動は高層ビル（制

震、免震構造）などの長周期構造物の固有振動数

と一致しやすい。これまで、このような震動を対象と

した設計はなされていないため、研究が急がれる。

2-4 長周期建築構造物

大阪市、神戸市、芦屋市の高層ビル

観測データがあるもの8物件観測デ タがあるもの8物件

（6階建～50階建）

2-5 長周期土木構造物2 5 長周期土木構造物

港大橋（トラス橋）、天保山大橋（斜張橋）

大型タンク（石油タンク等）
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